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スポーツ拠点施設整備基本計画策定業務委託について、次のとおり公募型プロポーザルの参加

者を募集しますので公告します。 

 

令和６年１２月１７日 

奈良県知事 山下 真 

 

１ 業務概要 

（１）業 務 名 スポーツ拠点施設整備基本計画策定業務委託 

（２）業務履行場所 奈良県地域創造部 スポーツ振興課 

（３）業 務 内 容 ４（２）により交付する「実施要項」に示す業務委託の内容のとおり 

（４）業務量の目安 ９２,４００千円（消費税及び地方消費税込み）を限度 

（５）履 行 期 限 令和７年１２月２６日（金) 

 

２ 参加資格 

参加できる者は、単独企業又は本業務のために結成された２者の共同企業体とし、次のす

べての要件を満たしている者とする。 

（１）単独企業の場合 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者である

こと。 

イ 奈良県建設工事等請負契約にかかる入札停止措置要領及び奈良県建設工事等請負契約に

係る入札参加停止措置要領に入札参加停止措置を受けていないこと。 

ウ 国税及び地方税を滞納していない者であること。 

エ 奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による指名停止又は指名留保の措置

を受けていないこと。 

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更正手続開始の申立て

をしていない者又は申立てをなされていない者であること。（更正手続開始の決定を受けた

者を除く。） 

カ 平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条によ

る廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申

立てをしていない者であること。 

キ 平成１２年４月１日以降に民事再生法第２１条の再生手続開始の申立てをしていない者

又は申立てをなされていない者であること。（再生計画の認可の決定を受けた者を除く。） 

ク 奈良県暴力団排除条例（平成２３年奈良県条例第３５号）第２条に規定する暴力団又は

暴力団員等でないこと。 

ケ 次のいずれかに該当する者 

（ア）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設コンサルタント「都市計画及び地方

計画」部門の資格を有している者で、次のいずれにも該当する者 

① 奈良県内に本店、支店又は営業所等がある者 

② 過去１０年以内（平成２６年４月１日以降。以下同じ。）に完了した、体育施設整

備を含めた国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会（国体）に関する基本計画策

定業務の履行実績（国又は地方公共団体が発注したもの）を有する者 

（イ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建築士事務所登録のある者で、過去１０

年以内に完了した、体育施設整備を含めた国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会

（国体）に関する基本設計業務の履行実績（国又は地方公共団体が発注したもの）を有

する者 

（２）共同企業体の場合 

 ア すべての構成員が（１）アからクまでの要件をすべて満たしていること。 
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 イ 代表となる構成員が（１）ケの要件を満たしていること。 

 ウ 次の事項に留意すること。 

 （ア）１事業者が複数の共同企業体の構成員となることはできない。また、共同企業体の構

成員となりながら、単独で参加申込みすることはできない。 

 （イ）代表となる構成員及び構成員を変更することはできない。 

 （ウ）構成員の数は、２者とすること。 

 

３ 失格事項 

参加者が次のいずれかに該当するときは、失格とする。 

 （１）２の参加資格に定めた資格が備わっていないとき。 

（２）複数の企画提案書等を提出したとき。 

（３）提出のあった企画提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、

その補正に応じないとき。 

（４）提出書類に虚偽又は不正があったとき。 

（５）企画提案書等提出期限までに所定の書類が整わなかったとき。 

（６）その他不正な行為があったとき。 

 

４ 手続等 

（１）担当部局（書類の提出先及び問い合わせ先） 

   郵便番号 630-8501 奈良市登大路町 30番地 

奈良県 地域創造部 スポーツ振興課（県庁舎４階） 

電話番号：0742-27-5421 ファックス番号：0742-23-7105 

（２）実施要項の交付方法等 

ア 交付方法 

インターネットホームページ「奈良県地域創造部スポーツ振興課」、会計局総務課の

「入札情報」リンク集（物品・印刷以外の関係情報）及び県土マネジメント部建設業・

契約管理課の「公共工事の情報（入札公告など）」のページ又は上記４（１）の担当部局

において交付します。 

イ 交付期間 

令和６年１２月１７日（火）から令和７年１月１４日（火）まで 

（３）参加表明書、企画提案書の提出等 

上記４（２）により交付する実施要項に示すところによります。 

（４）受託事業者の選定 

上記４（２）により交付する実施要項に示すところによります。 

 

５ その他 

（１）本業務の企画提案への参加に係る費用は参加者の負担とします。 

（２）提出された企画提案書等は返却しません。 

（３）その他については実施要項及び仕様書に示すところによります。 

 

６ 奈良県公契約条例に関する遵守事項 

本業務を受注しようとする者は、この遵守事項を理解した上で受注してください。 

（１）奈良県公契約条例の趣旨にのっとり、公契約の当事者としての社会的責任を自覚し、本

業務を適正に履行すること。 

（２）本業務の履行に当たり、次に掲げる事項その他の法令を遵守すること。 

ア 最低賃金法第４条第１項に規定する最低賃金の適用を受ける労働者に対し、同法第３

条に規定する最低賃金額（同法第７条の規定の適用を受ける労働者については、同条の

規定により減額して適用される額をいう。）以上の賃金（労働基準法第１１条に規定す
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る賃金をいう。）の支払を行うこと。 

イ 健康保険法第４８条の規定による被保険者（同法第３条第４項に規定する任意継続被

保険者を除く。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

ウ 厚生年金保険法第２７条の規定による被保険者（同条に規定する７０歳以上の使用さ

れる者を含む。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

エ 雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者について、同法第７条の規定による届出

を行うこと。 

オ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律第４条の２第１項の規定の届出を行うこと。 

（３）本業務の一部を、他の者に請け負わせ、若しくは委託し、又は本業務の履行に他の者が

雇用する労働者の派遣を受けようとするときは、当該他の者に対し、この遵守事項を周知

し、遵守するよう指導すること。 

以上 


